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202２確定～副知事回答・第２回幹事団交渉報告
人材確保、子育て・介護支援の観点から給与・休暇等の改善を求める
再任用の処遇改善は定年延長にあたっての喫緊の課題　中途採用・臨任の格付け改善も急務
県労連は10月27日、2022確定交渉第2回幹事団交渉を行いました。（詳細３頁）
この日も県労連は賃金・一時金の引上げ勧告の実施を明言するよう強く迫りましたが、当局は「人勧尊重」「交渉課題全体で考える」と従来の主張を繰り返すだけで、引上げを明言しませんでした。

当局にとって都合のいい時だけ、
「国、他県との均衡」は許しません！
　当局は「国、他県との均衡」を理由に「教員等の給料表異動に伴う現給保障」及び「私傷病休職者等の復職調整」の改悪を提案する一方で、他県からの採用者に対する「移転料」については、国や多くの県が措置しているにもかかわらず「困難」と回答し、当局の調査でも25県以上が神奈川県の日数を上回っている結婚休暇も「本県では非通算５日で国を上回っておりこれ以上の措置は困難」と回答し、多くの県で神奈川県よりも長期間認められている育児休暇についても「これ以上の改善は困難」と回答しています

　国や他県との比較を当局にとって都合のいい時にだけを持ち出すのは、ダブルスタンダードであり、到底容認できるものではありません。

当局には人材確保の視点が欠如している
　社会的に「人手不足」が叫ばれ、職種によっては現在でも「採用困難」が続く中で、人材確保は最優先の課題にもかかわらず、当局からは積極的に人材を確保する」「今いる人材に居続けてもらう」姿勢は感じられません。
　前述の「移転料」について当局は「（移転料が支給されないことを）承知で神奈川に入職した。」という上から目線であり、結婚休暇や育児休暇など、他県より劣る制度を改善しない姿勢は、人材確保を真剣に考えているとは思えません。
　また、中途採用者や臨任職員の民間での実績を踏まえた格付けへの改善に難色を示すなど、民間から有為な人材を獲得しようという姿勢も感じられません。

　さらに、再任用職員の処遇改善を放置すれば、高齢層職員が県から去っていくことにもなりかねません。
　すでにひと昔では考えられないくらい、若手職員の流出が続いています。

　「選ばれない神奈川」「逃げられる神奈川」にならないよう、国や他県（特に通勤圏内の東京）を下回る処遇は改善すべきです。

再任用職員の処遇改善無しの定年延長は、
職場に深刻な問題を引き起こしかねません
　再来年4月からは定年延長者が職場で働き始めます。
　現行の再任用職員は、行政職5級で退職しても大部分は4級の再任用給与に格下げられ、一時金は現職の約半分、扶養手当、住居手当等の生活関連手当は支給されません。
　一方、定年延長者の給与は60歳時の7割、一時金は60歳以前と同じ、生活関連手当も支給されます。
　両者を比較（5級101号退職を想定）すると、年収の差は約66万円（5年で300万円以上）です。
　現状の再任用職員の実態からすれば、両者に仕事の違いが生じるとは到底思えません。
　仕事が変わらず処遇に大きな格差のある職員が職場に混在する問題を、当局は深刻に受け止め、再任用職員の処遇を改善するよう強く求めています。
全ての職員に恩恵のいきわたる一時金引上げを
　県労連はこの間給与引き上げの対象から外されてきた中高年職員を含めたすべての職員にいきわたるよう期末手当の引き上げを求めています
　当局は一時金の引上げについて明言しない一方で、「人事院は一時金の原資の一部を成績上位区分者に配分する」としています。
　神奈川の人事評価は国とは異なり、「人材育成のための制度」と位置づけ、「いたずらに格差を広げない」「地道に努力する職員を評価する」制度として運用してきました。
この基本から外れ、職員を分断するような運用は、県労連は断固として拒否します。
2022県労連賃金確定交渉第２回幹事団交渉報告
	１．新型コロナウイルス感染症対応（〇県労連　●当局）ゴシックは、第2回交渉発言

	〇業務がコロナ禍以前に戻ってきている中、コロナ対策本部の業務継続を応援職員ではなく、人事異動で職員を配置する等抜本的な見直しを行うこと。
●今年度は全数把握の見直し等により、最大600名程度の応援体制を約300名に縮小。今後も国の動向等を注視しながら適切に対応していく。
○現場から全庁コロナ体制がいつまで続くのかという切実な声が上がっている。応援ではなくしっかりとした人事配置で対応すべき。

	２.賃金水準（〇県労連　●当局）ゴシックは、第2回交渉発言

	〇物価上昇による実質賃金の低下を考慮し、生活改善につながる水準に引上げ、プラス勧告をすみやかに実施し年内に差額を支給すること。
●人事委員会勧告では、月例給は若年層が多く在職する級号給について引上げ、一時金は勤勉手当を0.10月引上げ。人勧尊重の基本姿勢は変わるところはないが、今期交渉課題全体を含めて話し合うため、本日段階で人勧の完全実施を明言することができないことを理解願いたい。
〇経験者採用に見合った給与の格付けについて検討し、改善すること。
●本県の初任給は東京に次いで二番目に高い。経験者採用の初任給について、人材確保のためには採用後の処遇も重要と認識。現行では民間等従事期間の100分の100の換算率を適用しており、今後も適切に評価していく。
○新幹線鉄道等利用者の対象要件を緩和して支給すること、また物価上昇を考慮し、交通用具利用者の通勤手当を引上げること。
●通勤手当の特別料金支給について、新幹線等の利用を要するほど困難な事情があるとまでは言えず、見直しは困難。
●自家用自動車を利用した場合の旅費、ガソリン価格は高騰しているが車の燃料消費率は改善しており直ちに改善の必要ない。
〇他県からの採用者に対する移転料は、国や多くの県で支給している。本県でも人材確保の観点からを支給すべきだ。
●移転料について、他団体で支給している例があることは承知しているが、本県は交通網も発達しており、職員自身が転居の必要性を考慮した上で受験していると思われることから、実現は困難。
○特殊勤務手当については、職務内容や労働実態に対応した支給対象職務・要件の拡大や単価の改正を行うこと。
●特殊勤務手当の見直しは今確定期後しかるべき場で話し合いたい。
○旅費の支給については、物価上昇等の実態をふまえた支給とすること。
○テレワークを推進していくためにも、物価上昇を考慮し、在宅勤務（テレワーク）手当を早急に新設すること。また、遡及して支給すること。
●テレワーク手当、地方自治法で限定列挙するもの以外支給不可。通勤手当の取扱いも含め、国の動きを注視する。
○県がテレワークを推奨している中、私どもは新たな手当の創設を求めているわけではない。現実に発生している光熱水費の費用を負担すべきということだ。例えば旅費雑費を活用するなど、やる気があれば対応が可能なはず。国の動向を待たず、速やかに実現すべきだ。
●旅費雑費は出張した場合に措置され、テレワーク勤務に適用できない。通勤手当とセットで考えなければならず、国の動向を注視せざるを得ない。
○一時金の引上げ分は、期末手当で行うこと。また勤勉手当の成績率拡大・強化を行わないこと。
●勤勉手当の成績率についても現時点では示せないが、人事院は支給月数引き上げ分を用いて、上位区分への原資を確保するよう言及している。また、人事委も勤務実績を給与に反映するよう推進するよう言及している。本県の勤勉手当における上位区分の間差は、これまでの話し合いで7.0に据え置いてきたが、勤勉手当の趣旨を踏まえ考え方を整理する必要があるため、しかるべき場で具体的に提案したい。
○勤勉手当の成績率は本県では労使で議論を重ね、人材育成のために行うと合意してきた。間差の拡大は職員間の分断につながりかねない。
●教員及び警察官の給料表異動に伴う現給保障のうち、最高号給を超える補償については、Ｒ６から廃止したい。
●私傷病休職者等の復職調整について、Ｈ19から調整率1/2としていたが、来年度からは国同様1/3以下としたい。影響額は折衝の場で説明する。

	３. 再任用職員、臨時的任用職員、会計年度任用職員の賃金・労働条件（〇県労連　●当局）ゴシックは、第2回交渉発言

	〇再任用職員の一時金の支給月数について常勤と同様にすること。また再任用職員に扶養・住居手当などの生活関連手当を支給すること。
〇定年引上げに際して、再任用短時間勤務職員の格付けを行政職給料表（1)５級水準に改善すること。
●再任用職員、臨時的任用職員、会計年度任用職員の給与等は、人事委勧告に基づく常勤職員給与のほか、国等の均衡を踏まえ措置してきた。
●暫定再任用職員の処遇改善について、定年引上げ後の60歳超職員との間に給与格差が生じるが、再任用職員は一度退職した後、1年ごとに任用されるという制度上の違いから生じるもの。現時点での改善は困難。定年引上げに伴う国制度の見直しについて注視し、引き続き話し合いたい。
○当事者は今の再任用職員の処遇に対して大きな不満を持っている。同じ年齢で働き方も変わらないのに処遇が全く異なることになり、職場は大混乱となる。そうした影響を考えないのか。
○臨時的任用職員における、経験に応じた級・号給の格付けなど、常勤職員の昇格実態をふまえて改善すること。また、年次休暇を常勤職員と同様になるよう改善すること。
〇人事委員会の報告などをふまえ、常勤と異なる会計年度任用職員の休暇・休業制度は同一労働同一賃金の観点から改善すること。
〇男女雇用機会均等法などで民間の非正規労働者が保障されている諸権利について、同等の権利を保障すること。
●再任用職員、臨時的任用職員の勤務条件については、これまでも常勤職員との均衡を図ることにより、必要な見直しを行っている。
●臨時的任用職員の年次休暇はすでに県独自措置を実施している。また常勤職員と同様の日数を付与すると、かえって均衡を欠くことから拡充困難。
○再任用短時間勤務職員の営利企業の従事制限等について、弾力的な運用を行うこと。
●営利企業の従事制限は地方公務員法上、常勤職員と同様に課されているものであり、限定的、例外的に取扱うべきで、見直しは困難。

	４．労働時間の短縮・休暇制度の拡充（〇県労連　●当局）ゴシックは、第2回交渉発言

	〇上限月45時間・年間360時間の時間外労働時間の適切な把握および上限規制を確実に遵守し、上限規制のあり方を含め検証を行うこと。
●本年度もすでに100時間超の時間外勤務が出たことを重く受け止めている。朝夕ミーティング、事前命令などのマネジメント、時間外勤務の承認等についての手続きを周知徹底したい。徹底的な業務見直しという方針を踏まえ引き続き取組む。
●人事委報告で長時間労働の是正に言及があったことを受けて、8/19の調整部会では時間外上限規制の考え方や特例業務について厳格に運用することを周知徹底したところ。また人員配置については、働き方改革に取り組んでもなお時間外勤務の多い所属については、適切に職員を配置している。
○推進本部の議事録を見る限り、厳格な運用というより拡大解釈を容認しているようにしか受け取れない。
○人員配置についても、具体的にどのような見直しをしたのか、根拠に基づいて回答願いたい。
〇結婚休暇の取得可能時期の延長や運用を改善すること。
●結婚休暇、国は土・日通算で５日、本県では非通算５日で国を上回っておりこれ以上の措置は困難。

	５．仕事と家庭の両立支援の拡充（〇県労連　●当局）ゴシックは、第2回交渉発言

	○家族看護休暇を特別休暇として新設すること。当面、子の看護休暇における日数の拡大と対象年齢を引上げること。
●仕事と家庭の両立支援制度について、国の措置や人事委報告を踏まえ、Ｒ４に不妊治療休暇の新設や出産休暇、育児参加休暇などの改善を行った。引き続き環境整備に努める。
●子の看護休暇の対象年齢について、国が小学校就学前なのに対し、本県は義務教育終了前までとしており、これ以上の措置は困難。
○60歳以降の短期介護休暇については、当事者の切実な声が多く上がっていることから、ぜひとも拡大してほしい。
○現在、育児休暇は1歳半まで取得できるが、そのあと全く手がかからなくなるわけではない。他自治体では本県より長く取得できるところもあり、人材確保の面からも家庭と仕事の両立の観点からも、義務教育終了時まで延長すべき。
●他県の例も承知しているが、国は１年未満となっており上回っていることから、拡大は困難。


県労連確定闘争交渉日程
11月  2日（水）県労連第3回幹事団交渉
　　　　　総決起集会（WEB開催）
7日（月）副知事決議文手交

9日（水）県労連最終幹事団交渉

自治労県職労拡大評議委員会

11日（金）戦術配置
再任用職員の処遇改善無しの定年延長は、


職場に深刻な問題を引き起こしかねません


　再来年4月からは定年延長者が職場で働き始めます。


　現行の再任用職員は、行政職5級で退職しても大部分は4級の再任用給与に格下げられ、一時金は現職の約半分、扶養手当、住居手当等の生活関連手当は支給されません。











